
○令和３年度の「県外から高知県への移住者数」は、1,167組（1,638人）、対前年度比121％（118％）で、産業振興計画に掲げる令和３年度目標の1,150組を達成しました。

概要

［表２］新規相談者数

［表３］年代別の移住者数

［表６］移住者の就業等の状況

※県の窓口を通じて移住された方の実績（不明者を除く）

　移住促進の取り組みについて～令和３年度高知県への移住者数～

121組

（225人）

270組

（468人）

403組

（652人）

518組

（864人）

683組

（1,037人）

816組

（1,198人）

934組

（1,325人）

1,030組

（1,475人）
963組

（1,394人）

1,167組

（1,638人）

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

1,200 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（組）

1,259人
1,817人

3,458人

3,943人 3,740人 4,186人 4,391人
3,888人

2,890人

3,976人

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

（人）

121組 120組

76組

34組

15組

147組 149組

92組

57組

21組

0

30

60

90

120

150

20代以下 30代 40代 50代 60代以上

令和２年度

令和３年度

33% 33%

21%

9%
4%

32% 32%

20%

12%
4%

（組）

東京都 
92組 20%

その他関東

 82組 17%

大阪府

 79組 17%

その他関西

 62組 13%

東海 33組 
7%

中国

 31組 7%

四国 
32組 7%

その他

39組
 8%

不明 
20
組 
4%

［表４］移住前住所地

高知県 
143組 30%

東京都 
45組 10%

その他関東

 45組 10%
大阪府

 52組 11%

その他関西

 46組 10%

東海 24組 5%

中国 21組 4%

四国 
23組 5%

その他 
44組 9%

不明

 27組
 6%

企業・団体等

への就職

 203組 43%

地域おこし

協力隊

90組 19%

１次産業（農業

51、林業15、漁
業3）

 69組 15%

起業・自営業

 39組 8%

無職（求職中含む）

 43組 9%

その他（不明含む）

 26組 6%

［表５］移住者の出身地

関東約４割
関西３割

［表１］年間移住者数

20~40代が
８割以上

Uターン
３割

※県の窓口を通じて移住された方の実績（代表者の出身地）※県の窓口を通じて移住された方の実績

［表７］地域別移住実績

第４期産業振興計画における移住目標
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1,167組1,638人
（R2:963組1,394人）
（R元:1,030組1,475人）
対前年同期比121％
※移住先地域不明者等
　（71組81人）を含む

安芸地域

191組231人
（R2:146組192人）
（R元:164組194人）

物部川地域

81組119人
（R2:76組116人）
（R元:73組115人）

高知市地域

324組498人
（R2:250組386人）
（R元:234組359人）

仁淀川地域

131組198人
（R2:63組100人）
（R元:76組133人）

高幡地域

130組181人
（R2:124組178人）
（R元:116組158人）

幡多地域

192組270人
（R2:198組287人）
（R元:200組288人）

嶺北地域

47組60人
（R2:52組70人）
（R元:48組67人）



▶移住熟度・高知度を上げていくイベント ＜方針③＞

　＜目的＞地方暮らし関心層の移住熟度と高知度を上げる

　＜内容＞オンラインセミナー＋交流会を下記のテーマで実施。

　　※主催はセンター。各広域の魅力などは市町村（広域）に参加を呼びかけ。

　　　　　　　　　　　

移住度　中～高

高知度   中～高
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【R４企画に当たっての前提と方針】
●コロナ禍を機に検討し始めた人は、日がまだ浅く、移住熟度、本県志向度ともに低い。（＝移住検討初期層）

●東京・大阪の相談窓口でも、地域を絞らず、自分のやりたいコト、自分のしたい暮らしぶりが実現できる場所を探している相談者が増加して
　いることから、「モノからコトへ」の消費行動の変化は、移住行動にも及んでいる。

 　　　　　　　　　　　　          　

           
【R3傾向と要因】
●R３実施の高知暮らしフェア（広域毎開催（オンライン）＋

　東京大阪開催（リアル））では、前年度を大きく上回る集客が

　できた。あまり熟度の高くない層もそれなりに見受けられた。

●要因としては、

　・コロナ禍を機に地方移住を考える人が増えていること

　・オンラインとなった広域版は自宅が気軽に参加できたこと

　・同じく広域版は、知名度勝負ではなく、関心の高そうなテー

　　マ（協力隊、林業、子育て等）、つまり「できるコト・でき

　　る暮らし」にフォーカスして企画したこと

　などが考えられる。

R4の取り組み  >>>>>>>　コロナ禍を機とする移住検討初期層の移住熟度・本県志向度を上げるイベント展開 

 ▶広域や市町村が主催するイベント 　＜方針④＞

　＜目的（想定）＞ご当地のコトや暮らし等を訴求し、移住に向けて背中を押す
　＜内容（想定）＞ご当地の魅力を伝えるセミナーやWS、個別相談、体験ツアーなど　

▶事前イベント
（オンライン）

＜方針①＞

＜目的＞
本県に関心を持って
もらう
＜内容＞
・高知でできるコト
・高知でできる
　暮らし　など　　　　　　

          　


ક

ਛ
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従来からの
参加者層

移住熟度が比較的
高い層
（移住に関する基礎
知識あり）

▶高知暮らし
フェア　冬
（夏）

＜目的＞
市町村や専門分野等と
移住希望者との出会い
の場づくり

＜内容＞
・全市町村と産業分野
　が参加
・ブースでは「できる
　コト・できる暮ら
　し」を訴求
・現役協力隊員や先輩
　移住者に会える
・UIターンコンシェル
　ジュに相談できる
・地域の情報を収集
　できる

　　　　　　　　　　

＜方針＞
①最近のトレンドを踏まえ、高知で「できるコト・暮らし」を事前イベントでインプットのうえ、
　高知暮らしフェアに誘導

②高知暮らしフェアでは、市町村が「できるコト・暮らし」を中心にブース装飾や相談対応

③高知暮らしフェア後のフォローアップとして、移住検討初期層の熟度と本県志向度を引き上げる
　イベントを実施

④地域をより深く知ってもらうため、広域や市町村が行うイベントとも連携

いよいよ移住へ！

もう少し
時間を
かけよう

移住検討初期層

地方暮らしに関心は
あるが、行動に移し
ていない
（移住熟度、高知度
ともにまだまだ）

従来 最近

まず、地域さがし

　　↓

次に、コトさがし

まず、コトさがし

　　↓

次に、地域さがし

▶高知暮らしフェア 
　　　夏（冬）

＜目的＞
市町村や専門分野等と
移住希望者との出会い
の場づくり

＜内容＞
・全市町村と産業分野
　が参加
・ブースでは「できる
　コト・できる暮ら
　し」を訴求
・現役協力隊や先輩移
　住者に会える
・UIターンコンシェル
　ジュに相談できる
・地域の情報を収集で
　きる

▶オンライ
ンイベント

＜方針①＞

コンシェルジュ
が伴走支援

移住度　高

高知度 低～高

移住度　低

高知度   低

移住度　中

高知度   中

移住度　中

高知度  中～高

移住度　高

高知度 中～高

移住度　高

高知度   高

移住度　中

高知度   高

移住度　高

高知度   高

今すぐ移住！

あとはどこに
するかだけ

移住度　高

高知度 低～高

移住度　高

高知度 中～高

高知いい
かも！

あとはどこに
するかだけ

＜方針②＞

＜方針②＞

もっと
知りたい！

移住に興味あり

高知の情報
　収集！

移住度　高

高知度   高

トレンドの変化

県（センター）によるサポート
・イベント実施等に要する経費への県補助
・コンシェルジュのイベント参加（移住相談・セミナー対応）
・告知広報　・回帰センターセミナールーム提供（都合がつけば）

 ④各広域の魅力など

　移住促進の取り組みについて～高知暮らしフェアを核とした戦略的なイベント体系の構築～ 資料３－２
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項目 R4.4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 R5.1月 2月 3月

1 空き家決断シートの
作成

2
モデル市町村への支援
（安芸市、大豊町、津野町、
　日高村、中土佐町、大月町）

3
空き家相談窓口の
設置

空き家相談会の開催

4 空き家専門家グループ
との連携

5 ホームページの作成

6 動画作成
その他広報

7 NPO等との連携

　
　
　
　
年
末
年
始

　
　
　
　
　
お
盆

空き家活用による住宅確保策の進捗状況について

関係者ヒアリング・スキーム検討等

≪土木部住宅課≫

■スケジュール　

課題
・売却・賃貸用等の使用目的がない空き家は県内に約５万戸⇒空き家率(12.8％)は全国ワースト1位
・R3年度実施の集落実態調査において、多くの県民から空き家への対応を強く迫られている
・使用目的がない空き家は基本的に放置状態⇒所有者による空き家の活用に向けた早期の決断が重要

KPI

内容・デザイン検討・制作 7月下旬～：公開予定（適宜更新）

動画内容検討・製作 動画公開

チラシ等制作 8月中旬～：配布・活用予定

各種情報発信（SNS、県政広報TV・ラジオ等適宜）

スキーム検討・関係機関調整
7月下旬～：窓口開始予定

契約・準備等

★4/7モデル市町村研修会
★5/18全市町村向け講演会

順次事業実施（随時モデル市町村からの相談・協議など）
取り組み
検証

取り組み
検証

検証結果
集約・反映費用試算シミュレーションソフト準備・導入

福井県のNPOによるアドバイス

7月中旬～：高知県版シート全市町村配布（担当者マニュアル随時更新）
★7/15市町村説明会シート作成・印刷

担当者マニュアル作成
★モデル市町村ワークショップ

県人会等県外での周知活動

★相談会
★相談会

★相談会
※年度内3回程度開催・日時未定

（随時）県内NPOと情報共有・意見交換

空き家改修補助金の活用件数 R4:130戸 
空き家の掘り起こしの件数
　　R4:今後モデル市町村等と把握方法を検討

資料３－３
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